
（様式 4）                                                                 PMS-500-012 
                           平成  年  月  日 

 
株式会社コメット情報 宛 
 

個人情報訂正等請求書 
 

貴社が保有する個人情報のうち請求者（本人）に関する個人情報について、下記のとおり請求いた

します。 
 

記 
 
１． 請求者（本人）に係る事項 

本人確認のために必要な情報です。ご記入いただいた住所宛もしくはメールアドレスに当社よ

りご質問、ご連絡させていただく場合があります。 
ふりがな  

ご氏名 ㊞ 
ふりがな  

ご住所 〒 
 
  

電話番号 （    ）    －         （日中ご連絡できる番号）

本
人
（
開
示
等
の
対
象
者
） メールアドレス          ＠ 
ご請求内容 
（いずれかに○をつけ

てください） 

1. 個人情報の訂正（5～7 への回答は不要です） 
2. 個人情報の追加（4、6、7 への回答は不要です） 
3. 個人情報の削除（4、５、7 への回答は不要です） 
4. 個人情報の利用停止（4、５、7 への回答は不要です） 
5. 個人情報の第三者への提供の停止 （4～6への回答は不要です）

２． 当社へ個人情報を提供した経緯 
本請求の対象となる個人情報をご提供いただいたときの形態、その商品やサービス名、提供時

期を記載して下さい。 
 提供の形態 イベント名称、商品名 提供時期 

1. アンケート   

2. 展示会の入場登録   

3. セミナーの申込登録   

4. ライセンスの登録   

5. オンラインサポートの登録   

6. e-store のご注文情報登録   

7. お問い合せ   

8. その他   

３． 状況 
当社からのコンタクトの状況について、該当するものに○を付けて下さい。 
1. 電話がかかってくる 2. 電子メールが送られてくる 
3. 郵送物等が送られてくる 4. 訪問を受ける 
5. その他（具体的にご記入ください） 
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４． 個人情報の訂正（訂正請求の場合は、その内容をご記入下さい） 
個人情報の項目 

（氏名、住所、電話番号等） 

訂正前 

 

訂正後 

 

   

   

   

５． 個人情報の追加（追加請求の場合は、その内容をご記入下さい） 
個人情報の項目 

（氏名、住所、電話番号等） 

追加する個人情報の内容 

 

  

  

  

６． 個人情報の利用停止または削除（該当するものにチェックを付けて下さい） 
区分 □ 利用停止 □ 削除 

□ 貴社の公表する利用目的を越えて取り扱われているため 
□ 偽りその他不正な手段により取得されたものであるため 請求理由 

 
 
 
 

根拠をできる限り具体的に記入して下さい 

                                    

                                    

  

７． 個人情報の第三者への提供の停止 
■ 利用目的の達成の範囲を超えて、個人情報保護法第 23 条 1 項ないし第 2 項に

掲げる措置を行わずに第三者に提供しているため 請求理由 
 

 
 
 

根拠をできる限り具体的にご記入のうえ、根拠資料を添付して下さい。 

                                    

                                    

  

８． ご提出物 
本人確認のためにご提出いただく書類です。該当するものにチェックをつけて下さい。なお、

本籍地の情報が含まれる場合は、当該箇所をマスキング（塗りつぶし）したうえでご提出下さ

い。 
1. 公的身分証明書 
 コピー不可なもの※1 ： □ 住民票の写し  

 コピーで良いもの※2 ： □ 住民票の写し  □ 運転免許証 
           □ パスポート   □ 健康保険証 

 
 
いずれか 1 通

 注記 ※1）発行から 3 カ月以内のもの  ※2）有効期限内のもの   
 
■ 訂正等の求めにともない取得した個人情報について 

訂正等の求めに際して㈱コメット情報が取得しました個人情報につきましては、訂正等の求め

への対応のためにのみ取り扱うものとします。 
 

以上 


